
製薬業界における

地球温暖化対策の取組

平成２１年 １月 ２６日

日本製薬団体連合会



自主行動計画参加企業

07,08年度FU対象(注2) 
業界団体 会員企業数

調査対象数

（注１）
回答企業数

回答企業

（％）
有効回答数

有効回答

（％） 07年度 07,08年度

製薬協 ７０ ７０ ６６ ９４．３ ５８ ８２．９ ６１ ５３

ＯＴＣ薬協 ９０ ６５ ８ １２．３ ６ ９．２ ５ ４

ＧＥ薬協 ４４ ４０ ２４ ６０．０ １０ ２５．０ ０ ０

合計 ２０４ １７５ ９８ ５６．０ ７４ ４２．３ ６６ ５７

注１） 業界団体に重複加盟している企業数を調整した数。
注２） 有効回答数が2007年度調査の66社から2008年度調査で57社に減少した要因

・１９９０年度データが把握していない事が判明し減少 -6社
・日本化学工工業協会に重複報告していることが判明し減少 -1社
・合併したことによる減少 -2社

計 -9社

注３） 医薬品製造業全体を基準とした場合は、企業数は1231社であり、回答企業数ではその割合は8.0％（07年度調査
5.4％）、有効回答数では、6.0％（07年度調査4.7％）となる。また、売上高ベースでは82.8％(８兆５２０億円／９兆７
２３２億円)となる。



温暖化対策の実施状況（７４社）
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【目標】 ２０１０年度（第一約束期間５ヵ年の平均値）の製薬企業のＣＯ２排出量を
１９９０年度レベル以下にする。
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【ＣＯ２排出量の推移】 【排出原単位の推移】



（参考）温暖化対策の実施状況（５７社）
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【目標】 ２０１０年度（第一約束期間５ヵ年の平均値）の製薬企業のＣＯ２排出量を１
９９０年度レベル以下にする。
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ＣＯ２排出量の要因分析（７４社）

増加要因
電気の排出係数の影響（＋８．４万ｔ）

生産活動の寄与（生産量増加等）（１２９．９万ｔ）

減少要因 生産活動あたり排出量の寄与（生産効率の向上等）（７７．３万ｔ）

ＣＯ２排出量

（万ｔ－ＣＯ２）

基準年度比

（％）

売上高

（億円）

基準年度比

（％）

１９９０年度（基準年度） １７５．０ １００．０ ４２,９１３ １００．０

２００６年度 ２３１．９ １３２．５ ７８,４１８ １８２．７

２００７年度 ２３６．０ １３４．９ ８０,５２１ １８７．６

１９９０年度比 ＋６１．０ ＋３４．９ ＋３７,６０８ ＋８７．６

２００６年度比 ＋４．１ ＋１．８ ＋２,１０３ ＋２．７
増減



２００７年度温暖化対策の実施状況（７４社）

・ エネルギーの転換（重油、LPG等から都市ガスへ）

・ 高効率機器等の選定

・ インバーター装置の設置（送風機、ポンプ、攪拌機、照明等）

・ 機器及び配管への断熱による放熱ロスの低減

・ 製造工程（研究工程）の見直し

・ 漏水、漏洩対策の実施（配管修理、メカニカルシールへの変更等）

・ 生産効率の改善（収率の向上等）

５６，９６０ｔ

２，６０２ｔ

１，９７２ｔ

８４８ｔ

８１６ｔ

５１０ｔ

２１７ｔ

計 ６３，９２５ｔ

１，１５６ｔ

６，７０２ｔ

２０８ｔ

８，０６６ｔ

合 計

・ 基準値、設定値の変更（温度、換気回数、清浄度、照度等）

・ 設備機器の運転、制御方法の見直し（起動、停止、スケジュール等）

・ 社内活動による意識向上
主なソフト対策

７１，９９１ｔ

計

主なハード対策



（参考）ＣＯ２排出量の分析（５７社）

ＣＯ２排出量

（万ｔ－ＣＯ２）

基準年度比

（％）

売上高

（億円）

基準年度比

（％）

１９９０年度（基準年度） １７０．１ １００．０ ４１,９６１ １００．０

２００６年度 ２１５．６ １２６．７ ７５,８５０ １８０．８

２００７年度 ２１７．７ １２８．０ ７７,８２３ １８５．５

１９９０年度比 ＋４７．６ ＋２８．０ ＋３５,８６２ ＋８５．５

２００６年度比 ＋２．１ ＋１．０ ＋１,９７３ ＋２．６
増減



ＣＯ２排出量見込み（７４社）
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（参考）ＣＯ２排出量見込み（５７社）
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部門間のＣＯ２排出量比較

１９９０年度 ２００７年度

工場

研究所

複合

工場

研究所

複合

６０．７ ５７．２

１３．７ １７．５

２５．６ ２５．４

６４．０ ５９．４

１１．９ １６．２

２４．１ ２４．４

ＣＯ２排出割合

エネルギー使用割合

（万ｔ）



部門比較（３０社の抽出データ）

１９９０年度 ２００７年度

売上（億円） １９，３９２ ２９，９６３

対比（％） １００ １５４．５

ＣＯ２（万トン） ４９．８ ５８．１

対比（％） １００ １１６．７

原単位指数 １．００ ０．７６

床面積（千ｍ２） ６４７．７ ９３４．６

対比（％） １００ １４４．３

ＣＯ２（万トン） １３．４ ２２．５

対比（％） １００ １６７．７

原単位指数 １．００ １．１６

研究所

工場



部門比較（３０社の抽出データ）
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排出量取引の活用

【排出量取引の活用について】 ― 理事会報告・確認事項 ―

自主行動計画を達成する手段として、自助努力によるCO2削減を最優先

課題とするものの、排出量取引を含めた経済的な手段の活用についても

削減対策のひとつとして、今後の検討課題とする（２００８年６月理事会）。

（参考） 排出量取引の国内統合市場の試行的実施への参加状況

試行排出量取引スキーム参加企業

武田薬品 協和発酵キリン

持田製薬工場 アステラス製薬

バイエル薬品 帝人グループ



（参考資料）本社事業所のＣＯ２排出量

項 目 単位 ２００５年度 ２００６年度 ２００７年度

延べ床面積 千㎡ ７７４ ８０７ ８３４

エネルギー消費量 ＧＪ １,３３８,３１６ １,３５３,５７７ １,３４２,１５１

ＣＯ２排出量 ｔ-CO2 ６０,５３４ ６０,９４３ ６０,３６５

エネルギー原単位 ＧＪ/千㎡ １,７３０ １,６７７ １,６１０

ＣＯ２排出原単位 ㎏-CO2/㎡ ７８．２ ７５．５ ７２．４

購入電力量 千kWh １１９,０７５ １２２,０５４ １２０,３９６

都市ガス 千㎡ ５,８７９ ５,８４３ ６,０３９

灯油 ｋＬ ６９ ６０ ６４

A重油 ｋＬ ５７０ ３４６ １９７

ＬＰガス ｔ ２１ １７ １７



（参考資料）本社事業所の取り組み

項 目 ２００５年度 ２００６年度 ２００７年度

省エネ推進組織の構築 ２８ ３２ ３８

社員教育の実施 ３１ ３５ ４３

エネルギーの定期的な計測・記録の実施 ４６ ５０ ５１

エネルギー診断等外部機関活用 ３ ４ ８

空調温度設定のルール化 ５０ ５９ ７０

クールビズ・ウォームビズ ５５ ６６ ７７

未使用機器・電灯の電源OFF推進 ６２ ６６ ７６

空調エリアの細分化推進 ２２ ２６ ２８

省エネタイプ照明器具への更新 ２３ ２８ ４１

窓ガラス日射遮断対策 ３５ ３５ ３８

エレベーター利用制限 １２ １２ １５

グリーン電力購入 ３ ３ ３

屋上緑化導入 ４ ５ ７

風力発電導入 ０ ０ ０

太陽光発電導入 １ １ １

廃棄物発電導入事 ０ ０ ０

燃料電池導入 ０ ０ ０

コジェネ設備導入 ４ ４ ４

単位 ： ％



（参考資料）営業車両からのＣＯ２排出量

単位 ２００５年度 ２００６年度 ２００７年度

営業車両台数 台 ４５,５０９ ４５,９１８ ４６,６１７

低公害車 台 １０,４５５ １５,９５９ ２１,１４２

低公害車導入率 ％ ２３．０ ３４．８ ４５．４

消費ガソリン ｋL ７８,９９３ ７９,９６６ ７８,２９３

消費軽油 ｋL ８６ ６７ ３０

熱量 GJ ２,７３６,４００ ２,７６９,３５０ ２,７１０,０６９

ＣＯ２排出量 t １８３,５１７ １８５,７２６ １８１,７４８

１台当たりのＣＯ２ ｔ／台 ４．０３ ４．０４ ３．９０
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